「障害者自立支援法案」に関する意見書

　障害者の地域生活と就労を進め、自立を支援する観点から、障害者自立支援法案が提出され、審議されているところである。

　同法案は「サービスの提供主体を市町村に一元化し、身体・知的・精神といった障害種別にかかわらず共通の制度による共通のサービスの提供」、「サービスが公平に利用できる手続きや基準の透明化・明確化」、「増大する福祉サービス等の費用を皆で支えあうための利用したサービスの量等に応じた公平な負担」、「国の財政責任の明確化を図る」等がその骨子であり、今後の障害者福祉施策に大きな影響を及ぼすものである。

　一方、障害者やその家族、関係者からは「親や家族の負担が大きくなること」、また「急速な制度移行に加え、いまだその詳細が明らかにされていないこと」を要因とした不安の声がある。

　よって佐倉市議会は、政府及び国会に対し、法案の審議に当たっては障害者団体等の意向を反映させると共に、制度の周知や準備期間の確保に留意し、慎重に審議されるように要望する。

　右、地方自治法第九十九条の規定により意見書を提出する。
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発議案第十号

　　「障害者自立支援法案」に関する意見書

　右の発案を、佐倉市議会会議規則第十三条の規定により、別紙のとおり提出いたします。
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